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○姫路市建築協定に関する条例施行規則 
昭和４７年４月１日 

規則第６号 
改正 平成６年１１月１５日規則第４４号 

令和３年３月２４日規則第１３号 
（趣旨） 

第１条 この規則は、姫路市建築協定に関する条例（昭和４７年姫路市条例第５号。以下

「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 
（建築協定の認可の申請） 

第２条 条例第２条の規定による建築物に関する協定（以下「建築協定」という。）をし

ようとする者は、その全員の合意で建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」

という。）第７０条に規定する建築協定書を作成し、建築協定認可申請書（様式第１号）

に、次に掲げる書類を添えて、その代表者から市長に建築協定認可の申請をしなければ

ならない。 
(1) 建築協定書 
(2) 建築協定区域及び建築物に関する基準を表示する図面 
(3) 認可の申請人が建築協定をしようとする者の代表者であることを証する書類 
(4) 建築協定をしようとする理由書 
(5) 法第６９条に規定する土地の所有権者等（法第７７条の規定による建築物の借主を

含む。以下「土地の所有権者等」という。）の全員の住所、氏名及び建築協定に関す

る合意を示す書類 
２ 市長は、前項の申請書を受理した場合において、認可をしたときは様式第１号副本の

通知欄に所要の記載をして、認可をしないときは文書にその理由を記載して、当該申請

者に交付するものとする。 
（建築協定の変更又は廃止の認可の申請） 

第３条 法第７４条第１項又は第７６条第１項の規定による建築協定の変更又は廃止をし

ようとする土地の所有権者等は、建築協定変更（廃止）認可申請書（様式第２号）に、

次に掲げる書類を添えてその代表者から市長に建築協定の変更又は廃止の認可の申請を

しなければならない。 
(1) 建築協定の変更書及び建築協定区域又は建築物に関する基準の変更を示す図面（建

築協定を廃止しようとするときを除く。） 
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(2) 法第７３条第１項の規定により認可を受けた建築協定書 
(3) 認可の申請人が建築協定を変更又は廃止しようとする土地の所有権者等の代表者で

あることを証する書類 
(4) 建築協定を変更又は廃止しようとする理由書 
(5) 土地の所有権者等の全員の住所、氏名及び建築協定の変更に関する全員の合意（廃

止しようとする場合においては、廃止に関する過半数の合意）を示す書類 
２ 市長は、前項の申請書を受理した場合において、認可をしたときは様式第２号副本の

通知欄に所要の記載をして、認可をしないときは文書にその理由を記載して、当該申請

者に交付するものとする。 
（公聴会の開催） 

第４条 市長は、法第７２条第１項の規定に基づき公開による意見の聴取（以下「公聴会」

という。）を開催しようとするときは、開催１週間前までに公聴会の開催の理由、日時

及び場所を公告するとともに、当該建築協定をしようとする者（以下「協定者」という。）

及び法第７１条の規定による縦覧期間の満了後１０日以内に市長に文書をもって異議を

申し出た者（以下「異議申出人」という。）に通知しなければならない。 
（代理人） 

第５条 協定者又は異議申出人は、公聴会に出席できない場合は、その代理人を出席させ

ることができる。 
２ 前項の規定により出席する代理人は、協定者又は異議申出人の委任状を公聴会の開会

時までに市長に提出しなければならない。 
（公聴会の延期） 

第６条 市長は、必要があると認めるときは、公聴会の日時を延期することができる。 
２ 前項の場合においては、第４条の規定を準用する。 

（公聴会の議長） 
第７条 公聴会は、市長又は市長の指定した市の職員が議長となる。ただし、次の各号の

一に該当する者であってはならない。 
(1) 協定者又は異議申出人の３親等以内の親族 
(2) 協定者又は異議申出人の法定代理人 
(3) 協定者又は異議申出人と直接に利害関係がある者 
（関係職員等の出席） 

第８条 市長は、必要があると認めるときは、公聴会に関係行政機関の職員又は市の職員
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（以下「関係職員等」という。）の出席を求め、意見を聴き、又は説明を求めることが

できる。 
２ 前項の場合においては、市長はあらかじめ公聴会の開催の理由、日時及び場所を関係

職員等に文書をもって通知しなければならない。 
３ 市長の指名した市の職員が公聴会の議長となる場合においては、第１項の規定は、こ

の者に準用する。 
（証人及び参考人の出席） 

第９条 協定者、異議申出人又はこれらの代理人は、公聴会に際して自己に有利な証人又

は参考人を出席させ、有利な証拠又は資料を提出することができる。 
２ 前項の場合においては、協定者、異議申出人又はこれらの代理人は、公聴会の開会ま

でに市長に届け出なければならない。 
（口述審問） 

第１０条 公聴会は、口述審問により行う。 
（発言及び発言の停止） 

第１１条 公聴会に出席した協定者、異議申出人、代理人、関係職員等及び当該建築協定

の利害関係人は、口述審問において発言することができる。 
２ 前項の規定により発言しようとする者は、あらかじめ議長の許可を受けなければなら

ない。 
３ 発言の内容は、議長の聴こうとする事項の範囲を超えてはならない。 
４ 議長は、発言の内容が前項の範囲を超えたときは、その発言の停止を命ずることがで

きる。 
（公聴会の記録） 

第１２条 議長は、公聴会の出席者の住所、氏名及び建築協定書の説明意見等内容の要点

を速記者又は市の職員に記録させなければならない。 
（会場の秩序保持） 

第１３条 議長は、会場内を整理するため又はその秩序を保持するために必要があると認

めるときは、公聴会の出席者又は傍聴人の数を制限することができる。 
２ 議長は、公聴会を妨害し、又は会場の秩序をみだす者に対し退場を命ずることができ

る。 
（補則） 

第１４条 この規則の施行に関し、必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 
この規則は、昭和４７年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年１１月１５日規則第４４号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月２４日規則第１３号） 
（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみ

なす。 
３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。 
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様式第１号（第２条関係） 
様式第２号（第３条関係） 
 


